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登壇 

 

司会：定刻になりましたので、始めさせていただきます。皆様、本日はお忙しいところ、川崎重工
業株式会社の決算説明会にご参加いただきまして、誠にありがとうございます。 

本日の登壇者は、代表取締役 社長執行役員の橋本康彦、および代表取締役 副社長執行役員の山本

克也でございます。これより両名から、2025年度決算実績、および 2026年度業績見通し並びに

今後の事業成長イメージについてご説明いたします。決算説明会の資料は TDnetに掲載されてい

ます。橋本、山本からご説明の後、質疑応答を行い、会議全体の時間は約 60分を予定しておりま

すが、質疑応答の状況により、最大 15時半まで延長します。それでは、橋本社長、よろしくお願

いいたします。 

橋本：本日はご参加いただき、誠にありがとうございます。代表取締役 社長執行役員の橋本で

す。初めに、昨年度は過去の膿出しの過程で発見された不正事案により、関係各位にご心配をおか

けしましたことを、改めて深くお詫び申し上げます。昨年 12月、特別調査委員会の最終報告書を

受領。本件に関連する影響額についても、2025年度業績に反映しており、今年度以降の業績に与

える影響は、限定的なものになったと考えています。引き続き当社は信頼回復に全力を尽くしてま

いります。 



 

さて、2025年度通期決算実績につきましては、売上収益が 2兆 3,112億円、事業利益が 1,451億

円、親会社の所有者に帰属する当期利益は 1,081億円となり、いずれも 2期連続で過去最高を更新

いたしました。 

また、2026年度の業績見通しは、為替前提を 1ドル 150円とし、重要視する事業利益は 1,700億

円と、最高益を大幅に更新。当期利益も 2025年度から増益となる 1,100億円を計画しており、

2030年度に全事業部門での事業利益率 10%超達成という目標に向けて、順調に進捗していると考

えています。 

外部環境につきましては、中東情勢の影響における資材調達難や生産遅延を想定し、一定のリスク

を織り込んでいます。米国の関税政策については、現時点で適用済みおよび適用が見込まれる制

度・税率を前提としておりますが、昨年度に納めたいわゆる相互関税の還付影響は織り込んでおり

ません。今後、次回決算発表以降、最新の状況を踏まえ、必要に応じて業績予想へ反映してまいり

ます。 

それでは、詳細説明に移ります。山本さん、よろしくお願いいたします。 



 

山本：副社長の山本です。では決算説明を始めます。5ページをお願いします。 

改めまして、当社 2025年度決算はご覧のとおり、前期比で増収・増益となり、受注・売上・利益

のそれぞれで過去最高を更新。期末の円安進行も手伝って、2月予想比では、税引前利益について

は 235億円増の 1,455億円、純利益は 181億円増の 1,081億円と大きく上振れることとなりまし

た。なお、売上加重平均レートは、前期比較では約 1.7円の円高、損益影響外貨量は約 22億ドル

でした。 



 

6ページをご覧ください。それぞれのセグメントの受注高・売上収益・事業利益の内訳を図表で示

しております。 

①のとおり、エネルギーソリューション＆マリンでは、エネルギー事業や船舶海洋事業など各分野

で好調が継続し、増収・増益となりました。一方で②のとおり、パワースポーツ＆エンジンでは、

増収を達成する一方、関税コストの上昇や米国パワースポーツ市場における競争環境激化を背景と

した採算性の低下等により、減益となりました。 



 

7ページ、損益計算書です。詳細は図表をご覧ください。①のとおり、販管費は売上成長に伴い増

加するも、固定費の抑制により販管費率は低下しております。 



 

8ページをご覧ください。②のとおり期末に円安が進行したことから、外貨建債権の換算評価益が

発生し、189億円の為替差益が計上されております。その結果、親会社の所有者に帰属する当期利

益は、前期から 201億円増益の 1,081億円となりました。 



 

9ページです。次に、事業利益の増減要因について説明します。 

売上変動では、パワースポーツ＆エンジンが販売台数増により大きく寄与しました。一方で、売上

構成変動等では、エネルギーソリューション＆マリンの採算性向上が顕著も、パワースポーツ＆エ

ンジンで大きく悪化することとなりました。その結果、事業利益は前期から 19億円増益の 1,451

億円となりました。なお、米国関税政策によるコストアップとして、パワースポーツ＆エンジンを

中心に、187億円の減益影響がありました。 



 

セグメント別明細については、10ページに示しておりますので、ご参考としてください。 



 

では 11ページ、財政状態計算書です。25年度の資産の変動要因については、資料をご参照くださ

い。 



 

12ページをご覧ください。負債・純資産の変動要因について。 

④で示すとおり債権流動化に加え、⑥で示すとおり、カワサキモータースの株式 20%を伊藤忠商

事に譲渡した対価 800億円の一部を返済に充当したことから、ネット D/Eレシオは 54.5%と、目

安としている 70%台から大幅な改善を実現いたしました。 



 

13ページ、キャッシュ・フロー計算書です。パワースポーツ＆エンジンや航空宇宙システムで、

売上債券や棚卸資産の増加はあったものの、高水準の利益獲得効果が大きく、フリー・キャッシ

ュ・フローは 120億円のプラスと、2年連続黒字で着地しております。 



 

14ページをご覧ください。過去 10年のキャッシュ・フロー推移について掲示していますので、ご

参考としてください。 



 

それでは 16ページに移ります。2026年度の業績見通しです。 

為替前提は 1ドル 150円で、事業利益は過去最高益となった昨年度を大きく上回る 1,700億円、

当期利益についても 1,100億円と増益を計画しております。2027年度の事業利益率目標である

8%、2030年度の全事業部門事業利益率 10%超達成に向け、順調な進捗と捉えております。 

なお、外部環境リスクについては資料記載のとおり、中東情勢に関しては 6月末までに原油等の流

通の再開および経済活動の安定化を前提とし、事業利益ベースで約 80億円の影響を織り込んでお

ります。米国関税政策の影響については、足元の制度に基づいた試算で織り込んでおりますが、

IEEPA 関税の還付については織り込んでいません。 



 

17ページ、26年度事業利益の増減要因についてです。米国関税政策によるコスト上昇に伴う採算

性の低下を、主として増収効果や価格適正化でカバーし、前期比で大幅な増益を達成する計画で

す。 



 

18ページをご覧ください。航空宇宙システム、エネルギーソリューション＆マリン、精密機械・

ロボット、パワースポーツ＆エンジンでは、主に増収による増益を計画しております。一方で、調

整額では、新規事業への積極的な投資により減益となっております。詳細につきましては、53ペ

ージをご参照ください。 



 

21ページ、航空宇宙システムです。2025年度の実績についてはスライドのとおり、2月公表値に

対し、売上こそ若干の未達となりましたが、事業利益については主に航空エンジンの採算性改善に

より、24億円増の 624億円で着地しました。 

2026年度の見通しですが、受注こそ防衛省向けの大型受注の谷間となることから一時的に減少す

るも、売上収益については、防衛省向けやボーイング向け、民間機向け航空エンジンの増加により

増加。利益についても増収により大幅な増益を計画しております。 



 

22ページに移ります。本ページでは、航空宇宙・航空エンジン、それぞれの事業の受注高・売上

収益や、ボーイング向けの機数・エンジン売上台数の実績を示しておりますので、ご参考にしてく

ださい。 



 

23ページです。四半期別の売上収益・事業利益の推移を示しております。過去のトレンドがわか

るものであり、こちらもご参考にしてください。 



 

24ページです。このページは、セグメントの事業環境・受注動向に関する現状と、見通し達成に

向けた重点施策・具体的な取り組みについて記しています。 



 

25ページ、車両です。2025年度実績については、スライドのとおりです。 

2026年度の見通しですが、受注高に関しては前年度のニューヨーク地下鉄の大型受注の反動で減

少するものの、売上収益についてはほぼ横ばい。利益については昨年度の一過性損失の反動もあ

り、14億円増益の 100億円を計画しております。 



 

26ページに移ります。本ページでは、国内・アジアおよび北米市場でのそれぞれの受注高・売上

収益を記載しております。また、参考情報として、現在事業課題として取り組んでいる採算性の良

いアフター関連の売上や、米国ニューヨーク地下鉄向け R211プロジェクトの進捗状況を示してい

ますのでご参考にしてください。 



 

27ページには、四半期別の売上収益・事業利益の推移を示していますのでご参考にしてくださ

い。 



 

28ページです。中東情勢の影響について、溶剤等の調達難に伴う生産工程への影響、並びに対策

について記載していますので、ご参考としてください。なお、5月に入ってからは、材料を確保で

きております。 



 

29ページ、エネルギーソリューション＆マリンです。2025年度実績については、スライドのとお

りです。事業利益に関しては、潜水艦関連の不適切事案に係る影響額を第 4四半期に計上したこと

から、2月公表値に対し未達となりました。 

2026年度見通しについて、受注高に関しては、プラント事業の増加や船舶海洋事業における防衛

省向けの増加などにより増加。売上収益については、舶用推進事業や船舶海洋事業の増収などによ

り増収。事業利益についても、先に述べた一過性損失の反動に加えて、増収による増益も加わり、

前年比 140億円増益の 690億円を見込んでおります。 



 

30ページに移ります。本ページにて、エネルギー・プラント・舶用推進事業と船舶海洋事業の受

注高・売上収益の内訳を記載していますのでご参考にしてください。 



 

31ページです。説明は省略させていただきます。 



 

32ページです。重点施策について。本セグメントの中軸を担う低炭素・脱炭素社会の実現に貢献

する製品・サービスに関連するものとして、ごみ処理施設の受注状況について記載しております。 

また、脱炭素ソリューション提供へ向けた取り組みとして、当社播磨工場において水素液化プラン

ト向け遠心式水素圧縮機の実証運転の開始について紹介しておりますので、ご参考としていただけ

ればと思います。 



 

33ページ、精密機械・ロボットです。2025年度実績についてはスライドのとおり、売上・利益と

もにほぼ 2月公表値どおりに着地しました。 

2026年度見通しについては、受注・売上ともに中国建設機械市場向け油圧機器や半導体製造装置

向けロボットの増加などにより増加。利益についても増収に伴い増益を計画しております。 



 

34ページに移ります。本ページでは、精密機械・ロボット、それぞれの事業の受注高・売上収益

を記載。また、油圧機器の中国市場向け売上と、ロボットの分野別売上内訳を示していますので、

ご参考にしてください。 



 

35ページです。説明を省略させていただきます。 



 

36ページです。事業環境に関して。先にご説明したとおり、油圧機器・ロボットともに着実な回

復が期待できると考えておりますので、ご参考としてください。 



 

37ページ、パワースポーツ＆エンジンです。2025年度実績については、2月公表に比べて売上・

利益ともに上振れで着地しました。 

2026年度見通しについては、中東情勢の影響や、前期に比べ米国関税を 173億円多く負担する一

方で、北米・欧州ともに二輪車の販売が好調。シェアも拡大傾向にあること等から、増収増益を見

込んでおります。 



 

38ページに移ります。本ページでは、先進国二輪車・新興国二輪車・四輪車・PWC および汎用エ

ンジンそれぞれの売上収益を記載。また、二輪車の地域別販売台数、四輪車・PWCの販売台数を

記しておりますので、ご参考としてください。 



 

39ページです。説明は省略させていただきます。 



 

40ページです。事業環境や受注動向等について、記しております。なお、今回新たに中東情勢の

影響についても記載しておりますので、ご参考としてください。 



 

42ページに移ります。株主還元について。2月に公表したとおり、今回から DOE4%を基準に配当

を実施いたします。2025年度の期末配当は、増益に伴い 2月公表より 1株当たり 1円増の 19.2

円。これにより、年間配当は 34.2円となります。また、2026年度は年間で 40円と増配を計画し

ております。 



 

43ページです。今回、プロジェクトトピックスとして 2点ご報告させていただきます。最初に、

エネルギー安全保障とカーボンニュートラル加速の観点から、水素と当社が有する Gas to 

Gasoline技術についてご紹介します。 

中東情勢の悪化に伴い、世界的にエネルギー安全保障上のリスクが高まる中で、水素は化石燃料の

代替エネルギーとして、そして多様な製品への転換可能な基盤資源として、一層期待が高まると見

込まれています。 

例えば当社が 2019年にトルクメニスタン向けに納入した、天然ガスを原料とし高品質のガソリン

を製造する GTGプラントでは、そのプロセスにおいて水素と CO2を合成します。また、水素と合

成する CO2を植物性由来とする、あるいは DAC などからの CO2とすることで、カーボンニュー

トラルガソリンの製造も可能です。 

足元、国内ではナフサ等の石油関連材料の不足が懸念されていますが、当社の GTG 技術を応用す

ればこれらの生成も可能であり、当社にとって多くのビジネスチャンスがあると考えています。 



 

44ページに移ります。本ページでは、世界的な油圧機器大手であるボッシュ・レックスロス社と

の、次世代建設機械ソリューションに関する協業についてご紹介します。 

当社の強みであるすり合わせ技術および高品質な油圧機器と、同社が有するシステム専門知識およ

び先進的なデジタルリソースを融合することで、次世代スタンダード技術の確立と競争力の強化を

目指してまいります。 



 

45ページをご覧ください。今回は期末決算ですので、ESG関連のトピックスについて、2件ご紹

介いたします。 

まず、2024年に発覚した不適切事案への対応についてご説明します。 

当社は、2025年 12月に特別調査委員会から最終報告書を受領し、同日公表しております。これを

受け、事案発覚以降、スライド記載のとおり、適時かつ継続的に再発防止策を実行してまいりまし

た。 

直近では本年 4月に、全社横断で品質保証を統括する「品質保証総括部」を新設し、その下に「品

証統制部」を設置することで、各事業部門の品質保証機能を一元的に監督・指導する体制を構築し

ております。加えて、本社人事本部直下に「組織風土改革・コンプライアンス総括部」を新設し、

人材開発と法令遵守の取り組みを一体的に推進しています。これにより、信頼と対話を基盤とした

企業風土への転換を加速し、コンプライアンスを最優先とする経営への変革を着実に進めてまいり

ます。 



 

46ページをご覧ください。当社は 2020年度から年 1回、従業員エンゲージメント調査

（WinDEX）を実施。第三者サーベイ機関が定める「活躍グループ比率」を KPIとし、その向上に

取り組んでおります。今年度は、組織風土改革の取り組みが奏功し、2025年度の活躍グループ比

率は、前年比プラス 5ポイントの 36%と大きく改善し、日本企業平均を上回りました。2030年度

までにグローバル水準の 50%を達成すべく、引き続き活動を強化してまいります。 

また、今年度も昨年に続き、世界的な株価指数である「Dow Jones Best-in-Class Indices」に、2

年連続で選定されました。当社の ESGへの継続的な取り組み状況が評価されたものと理解してお

ります。 



 

47ページ以降には、参考情報をつけております。今回から新たに調整額の内訳について 53ページ

に記載しておりますので、合わせてご参照ください。以上で私からの説明を終了します。 

司会：ありがとうございました。続きまして、橋本より、今後の事業成長イメージについてご説明
いたします。橋本社長、よろしくお願いいたします。 



 

橋本：では私から、グループビジョン 2030で描いた、事業利益率 10%達成に向けた見通しについ

てご説明いたします。 

まず、2025年度の決算では、先ほど説明があったとおり、売上・利益とも過去最高を更新する結

果となりました。 

事業別では、受注系事業で、航空宇宙システムのみならず、エネルギーソリューション＆マリンで

も船舶海洋事業において中国の持分法適用会社の造船事業が好調であること。また国内において

も、LPGアンモニア運搬船の連続建造により、増益に大きく貢献しています。 

さらに、車両もニューヨーク地下鉄向け R211プロジェクトの量産、同タイプの R268プロジェク

トの追加受注と、北米事業を中心に経営が安定してまいりました。 

また、量産系事業では、精密機械・ロボットにおいても、価格転嫁・コストダウンが進んでいるこ

と。また強みである半導体製造装置向けロボットの販売拡大が採算向上に寄与しており、パワース

ポーツ＆エンジン事業でも、第 4四半期において関税の影響を受ける中、高価格帯の四輪車の販売

が好調などにより、想定を上回る売上利益を計上することができました。 



こうした状況を踏まえまして、本日発表しました 2026年度の業績見通しは、売上・利益とも

2025年度を大幅に上回る見込みです。 

今後、中東情勢・為替・米国関税等外部環境変化による影響も想定されますが、その一方で、防衛

予算の拡大、フィジカル AIの台頭、政府による戦略 17分野の明確化など、当社がこれまで培って

きた技術と事業が真価を発揮する機会がますます大きくなっていると感じます。 

2026年度の利益見通しに関しては、目標と比べると少しギャップがあるようにも見えるかもしれ

ませんが、ご存じのように航空宇宙システムでは 2027年度から民間および防衛の両面が伸びる。

さらに精密機械・ロボットに関しましては、現在事業改革を進めている中で利益率も向上してお

り、さらにその大きな成果が 2027年度から大幅に発揮される。さらに、KMC の四輪事業におき

ましては、27年度からは生産および販売の安定が見込まれ、27年度の事業利益率 8%は現実的な

数値となってきました。 

2030年には全ての事業分野におきまして、事業利益率 10%以上を達成すべく、グループ一丸とな

って事業を推進してまいります。引き続き、皆様のより一層のご指導・ご鞭撻を賜りますよう、よ

ろしくお願いを申し上げます。ご清聴ありがとうございました。  



質疑応答 

 

司会 [M]：ありがとうございました。それでは、質疑応答に入ります。ご質問のある方は、画面上
の挙手ボタンをクリックしてください。ご質問の順番が来て、司会者よりお名前を呼ばれました

ら、ミュートを解除いただき、会社名・お名前の後にご質問をお願いいたします。ご質問はお 1人

様 1回につき 2問までとさせていただきます。 

また、環境上音を出してお話になりにくい場合などは、Q&A 機能からもご質問を承りますが、進

行の都合上、先に音声のご質問をお受けした後に、残りのお時間で可能な限りお答えさせていただ

きます。Q&A 機能からのご質問については、司会者より会社名・お名前・ご質問内容を皆様にお

伝えいたします。 

 

 

それでは、質疑応答を開始いたします。では、まず最初に、野村證券の前川様にお繋ぎいたしま

す。ミュートを解除し、ご質問をお願いいたします。 

前川 [Q]：野村證券の前川でございます。ご説明どうもありがとうございます。では私から 2点お

願いできればと思っています。 

まず 1点目は、パワースポーツ＆エンジンセグメントについてお伺いできればと思っています。終

わった期も最後上振れ着地でございましたし、今回結構利益が今期で回復すると、300億という形

で見られているかと思います。ここの背景というところで今一度お伺いしたいんですけど、例えば

関税コストを今期増えるというとこではあるんですが、従来おっしゃっていたよりも少し小さめな

伸び方になっているのかなと。もしかするとこれは値上げ等々が進んでいるということも含めてか

もしれませんし、あと数量のところですね。中東リスク見られているということなんですけど、四

輪も含めて伸びていく計画になっていると思いますし、これは実績も結構四輪台数出ていたんです

ね。 

1-3月期でのこの好調に推移した背景、それから今期で利益が上がってくる背景。販促費なんかも

含めて費用コントロールも課題の事業だったかと思うんですけど、ここ数ヶ月から今期に向けてど

のような打ち手でもってこの数字を達成されていくのか、できれば定性・定量両面でご説明補足い

ただけると幸いです。お願いいたします。 



山本 [A]：はい。ご質問どうもありがとうございました。山本からお答えさせていただきます。 

まず、2月の公表値から売上・収益・事業利益ともに上振れたんですけれども。先進国二輪とか汎

用エンジンが若干保守的に見ていたのかなというところが上振れて増益に寄与してるんだと思いま

すし、反対に新興国二輪についてはちょっとチャレンジングではあったんですけど、全体では先進

国の増が寄与してきたというところです。 

特に 4Qについては需要減とか、それから物流リスクとか、そういったものを想定していたんです

けれども、思ったほど影響がなかったこともあり、上振れたというふうに考えています。 

売上については、25年度は前年度からかなり大きめの 12%ぐらいの増収となりましたけれども、

26年度の計画については、7,300億と 7%ぐらいの増収なので、そんなに無理のないものだという

ふうに考えていますし、足元のマーケットの状況というのも、二輪については当社が予想していた

マイナス 5〜10%ぐらい落ちるんじゃないかっていうふうにお話したかとは思うんですけれども、

実際は前年同期比では 1-3月についてはプラスに推移したというところで、むしろ回復の兆しが見

られているんではないかなというふうに思っています。 

ただ、26年度全体については中東情勢の進展によっては、燃料高騰による市場の冷え込みみたい

なこともあるかもしれませんけれども、そこら辺についてはまだ全く見えてなくて、足元では需要

減っていうのが発生している状況ではないので、計画としてはニュートラルなものではないかなと

いうふうに考えております。そのようなお答えでよろしいでしょうか。 

前川 [Q]：特に今期で 300億で利益が大きく改善する見方っていうのは、これは 7%の増収でもっ

て結構出てくるっていうことなのか、ないしは去年結構費用をかけたところで費用コントロールな

んかも図られている結果で出てきているのか、新しい期の方の増減益の階段チャートみたいなもの

を特にいただいてないんですけど、この 300億への回復の背景も少し補足いただけると幸いで

す。お願いいたします。 

山本 [A]：そうですね。今回は増収に対する増益ということで、第 4四半期がかなり良かったの

で、今回は関税に対する織り込みをしっかり最初から織り込んでおりますし、中東の情勢について

も織り込んでいますので、ニュートラルかなというふうには思っています。 

前川 [Q]：中東情勢のところは市場の見方が 12%ですけど、7%の増収しか見てないので、そこで

リスクを見ていますっていうことでよろしいんでしょうかね。 



山本 [A]：そうですね、はい。もちろん固定費の削減については昨年より取り組んできていて、そ
れが今年度は一段と進展するということで、その効果が年間通じて発揮してくるだろうというふう

に考えております。 

前川 [Q]：はい、わかりました。どうもありがとうございます。 

あと 2点目のところは、橋本社長から最後のプレゼンテーションでもう一度いただいた営業利益率

の見方のところ。改めてで恐縮なんですけど、いただきましたとおり精密・ロボとかパワースポー

ツのところ。ここは数量が出てくればやっぱり利益率上がってくるということだと思うんですけ

ど、その中で 8%が現実的にということだったんですが、事業別に見ると、今このタイミングだと

結構二極化しているようなイメージもあるので。従前ですと 10%に向けて各事業ともにそこを目

指していくんだというお話でしたけど、かなり事業ごとに多少ばらつきがありながら、全社でこの

利益率を目指していくっていう方向感に変わってきているのかどうか。可能であればこの 8％、

10％超ですけど、そういったレベル感になるときの各事業の絵姿というのを、少しもう少し具体的

いただけるとありがたいなと思っていまして、お願いいたします。 

橋本 [A]：はい。それは橋本の方がお答えします。ご存じのように、航空宇宙あるいはエネルギー
ソリューション＆マリンに関しては、エネルギーソリューション＆マリンはもう 10％も超えてい

るとこですけど、航空に関しても確度は高いですし、あとやはり精密機械・ロボットが昨年、今年

にかけてかなり事業構造改革をしていまして、中国事業関係の利益向上策、あるいは特に収益性の

高い事業に絞るほか、将来事業によるいろんな手を打ち始めております。 

AI等々で今手を打っているものに関しての利益は、まだこれを含んでない数字ですけれども、精

密機械・ロボットに関しては、来年度 27年度 8%を超えられるというのが見えてきたということ

になります。 

 

そしてその先もこの精密機械・ロボットそして航空そしてエネルギーソリューションに関しては

10%超えというのは見えてきています。 

モーターサイクルに関してはそれにかなり近い線まで来ていると。それは昨年度のいろいろ、こう

いった厳しい状況にあって固定費の圧縮あるいは販売機種に関して、特に四輪は機種を絞って、今

回特にフルキャブの一番売れ筋で利益の高いものが非常に好調に売れてきて、やはり売れ筋に特化

した形で固定費を絞りながらも非常に売れ筋のところに関してはかなり力を入れてやるということ

が、今功を奏し始めたといったことと。 



あと、車両に関して、実は今非常に好調で引っ張っているのが北米で。今国内が低操業であります

けれども、実は 28年度から国内そしてアジアの方の操業がぐっと上がってくることがわかってい

まして、そちらの方も本体だけでも 10%にほぼ届くレベルが事業計画レベルも見えてきています

ので。 

われわれとして、実はもう 10%ではなくて 15%を狙っている事業ももちろんありますけれども、

全事業として 10%を超えるというところは各事業に皆さんコミットしていただいていて、そこに

向けて着実な変化をしていることが利益に現れつつあると。 

特にやはりわれわれは途中に挙げた 27年度の 8%というところに関して、かなり事業構造改革を

今進めていますので、それが今年はまだその一部しか効果がまだ出ていないですけれども、来年さ

らに増益になり、28年に関してはかなりその効果が出始めて、28、29、30と上っていくという、

そういった成長のシナリオが現実化してきているというふうにご理解いただければと思います。 

前川 [Q]：なるほど、わかりました。やはり今いただいたとおり、各事業で見ていくとモーターサ
イクルが若干ちょっと上がってくるスピードは遅いかもしれませんけど、他の精密・ロボであると

か、あとは車両なんかが意外と 8%に来期ぐらいでぐっと近づいてくってのが結構見えてきていら

っしゃるっていうことでしょうかね。 

橋本 [A]：車両は来年はまだ届かないです。車両はどっちかというと 28年度からぐっと上がって

きます。はい。 

前川 [Q]：わかりました。私から以上となります。どうもありがとうございます。 

司会 [M]：ありがとうございました。では次に、ゴールドマン・サックス証券の諌山様にお繋ぎい
たします。ミュートを解除し、ご質問をお願いいたします。 

諌山 [Q]：いつも大変お世話になっております。ゴールドマン・サックス証券の諌山でございま
す。よろしくお願いいたします。 

1問目ですね、航空宇宙システムの今期のご計画、堅いんだろうなと思いながら拝見はしているん

ですが、改めて航空機・エンジンそして防衛というふうに分けて、今回の増益 100億弱の増益の

部分の蓋然性とか動向というところをお話いただけないでしょうか。 

特にエンジンの部分は、中東情勢を受けてのフライトアワーの変化だなんだっていうところで、ミ

ックス上もしかしてプラスあんまり効かないかな。どういう前提で入れていらっしゃるのかなとい

うのが気になっております。 



繰り返しますけど、エンジン・航空機・防衛でそれぞれの増益の見通し。具体額は難しくても、雰

囲気としてどれが牽引するというような前提になっているのか、中東情勢の影響を今回どういうふ

うに入れてらっしゃるのか。この辺りを教えていただければと思います。よろしくお願いします。 

山本 [A]：はい。エンジンは確かにずっと伸びてきて、要するにコロナが終わってから非常に活況
を呈してきているんですけれども、今年度から PW1100Gとかトレント XWB のいわゆる搭載用の

エンジンの、去年もそうだったんですけども、販売台数が大きく増加してきています。アフターは

伸びてはいるんですけれども、新造とアフターの割合としてそんなに変わらないので、そういう意

味ではちょっと伸びが少し緩いように見えるんではないかなと思います。搭載用エンジンの販売台

数が大きく増加するということが大きな要因だとお考えいただければと思います。 

それから、ボーイングについては、民間航空機については、ボーイングについては、787で申し上

げると足元 8機ということになっているんですけれども、本年度には 10機になっていくだろうと

いうことで、そこについては大きく増えていくということで、この月産 10機ベースでの安定生産

と言ったようなことと。あと 2027年の初頭には 777X の EIS というのが見込まれますので、それ

に向けて機数が伸びていくだろうということで、この事業は伸びていくというふうに見ています。 

それから防衛のところについては、防衛の売上高そのものは、航空機で申し上げると 3,490億とい

うことで約 500億伸びますので、ここについては着実に伸びておりますし、また採算の良い新契

約が売上に占める割合が 25年度で約 8割から 26年度で 9割ぐらいになっていくということで、

ここについても採算性向上は間違いないというふうに思っております。そのような感じですけれど

も、いかがでしょうか。 

諌山 [Q]：副社長ありがとうございます。ごめんなさい。防衛の部分って、御社においては、既存
のラインナップだったら輸出規制の撤廃云々とかの話は特に大きな変化はないと思うんですけれ

ど。今回受注、今まで受けていた分からの反落というか少し落ちてくるわけですが。次に大きく増

えるフェーズっていうのが、防衛の受注ですね、あるとしたら、来年度以降という認識でいいです

か。 

それとも再来年度とか、そのスタンドオフミサイル云々の話が入ってくるフェーズにまた大きく伸

びるというふうに見ていらっしゃるのか。防衛の次の成長ステージというか、航空宇宙における防

衛の伸びるタイミングをいつぐらいと見ていらっしゃるかというのを補足でいただけると幸いで

す。 

山本 [A]：そうですね。今年度については大型機の受注の端境期みたいなものがあって、ちょっと
今年度落ちるんですけれども、27年度からはまた戻ってくるというふうに考えています。 



諌山 [Q]：わかりました。ありがとうございます。 

2つ目は、私もやっぱり収益性のところと、パワスポに関してのお話を改めてお伺いしたいと思い

ます。特に橋本社長に、もしよろしければ改めてお伺いしたいと思っているんですが。すみません

ちょっと失礼な聞き方になって大変恐縮なんですが、パワスポの下振れというのが何度もあったこ

の 2年の中で、最後、直近クォーターでは確かに上振れてらっしゃいますが、今回の 300億とい

うのは本当に叩いて、叩いて、行けそうというふうに見てらっしゃるのか。 

先ほど前川さんとのやり取りの中で 8％もパワスポいずれというところをだいぶ期待されているよ

うになったので、そんなに一気に変わったのかしらというのが正直思ってしまった部分なので。

8％のマージン、いずれ 10％というところを当然見据えながらですけど、パワスポそんなに良くな

ったんでしょうか。今回の数字の出し方にはもう自信をお持ちなんでしょうか。というのを 2問目

とさせてください。よろしくお願いします。 

橋本 [A]：はい。パワースポーツ＆エンジンは、昨年度一番実は力入れたのは固定費の圧縮と、や
はり収益性の高いところに特化するということと。予想した台数の四輪が出なかったということで

結構見直した結果、RIDGEを中心とする売れ筋商品に関して狙って、実は RIDGEも今年から顧客

の要求を入れた改良型を出してから、数字がぐっと伸びてます。 

300億っていうのは、われわれにとってはミドルぐらいの感触で数字を作っています。来年 8%に

パワースポーツ＆エンジンが届くかというと、来年は多分まだ届かないですけれども、こちらに関

しては去年後半伸びた 1つの要因として、やはり伊藤忠と契約したファイナンスのところも売上増

に寄与しましたし、やはり何より一番寄与したのは四輪のマーケットにドンピシャの製品がある程

度出せるようになってきたと。しかも高価格なものが出せるようになってきたっていうのは 1つ大

きなところと。あとは、思った以上に二輪が好調に売れているというのがありまして。 

あとは、去年から固定費の圧縮のところに努めてきまして。去年は固定費の圧縮、全体の 3分の 1

ぐらいの期間でしか効かなかったんですけども、今期はほぼフルで効くということもありますの

で、その辺も含めて今期の 300億に関してはかなりニュートラルな数字で私の方としては出して

いるというふうに感じます。 

やはりパワースポーツ＆エンジンを 2030年に 10%に届かせるにはもう一つ背伸びをしないといけ

ないところもございますけれども。ただいろんな製品の計画固定費の関係からいうと、もう既に

10%を超える計画が出てきておりますので、それに関してしっかり対応していくということと。 

ちょっと難しい判断っていうのは、これが関税の対策によってわれわれがいわゆるメキシコの方で

生産を増やすか、それともアメリカでやるのが正しいかってのは四輪に関してはまだ状況見ながら



判断しないといけないところがあるっていうのはありますけれども。全体的にわれわれ出した製品

に対するマーケットの反応が非常に良くなってきたということに関して、今回はミドルぐらいの感

じで。去年はかなり下方修正をして皆さんの信用を損ねてしまったと反省していますけれども、今

回はこの数字はキープできるんではないかというふうには考えております。 

諌山 [Q]：ありがとうございます。橋本社長としても、今回は結構手を入れたというか、叩いて、
叩いて、という数字という理解でいいんでしょうか。 

やっぱり去年の実績というか状況がありましたので、今回の数字、そのまま額面通り受け止めてい

いものなのか。何かしら外の資本入れるとかどういうものはやっていくとか、そういうのも一部の

期待ではあったような気がするんですけれど、オーガニックでもうやりきっていけそうだというメ

ッセージを受け取ったので、自信のほどというか、橋本社長の感触もいいのかなというのを率直に

伺いたいんですけれども、いかがでしょうか。 

橋本 [A]：去年からかなりわれわれ本社が手を入れて、パワースポーツ＆エンジンのいろいろ方針
に関してだいぶ手を入れました。今回体制も変えて新たに行っていますけれども、関税とか戦争と

かいろんな状況の不安定要素、確かにガソリンがなくて乗れないとかいうファクターはありますけ

れども、そのファクターを除けば 300億は堅いというふうには考えています。 

諌山 [M]：大変よくわかりました。どうもありがとうございました。私から以上です。 

司会 [M]：ありがとうございました。では次に、UBS証券の佐々木様にお繋ぎいたします。ミュ

ートを解除し、ご質問をお願いいたします。 

佐々木 [Q]：UBS証券の佐々木と申します。本日どうもありがとうございます。私からも 2問お

願いいたします。 

まず 1問目が、このエネルギーソリューション＆マリンですけれども、非常に今期も計画業績堅調

な見通しになっていると思いますが。ここも船のところですとか、合弁ですとか、エネルギーとか

防衛とかいくつかあると思うんですけど、各事業を踏まえた上で、今期しっかりと 15%の OPマー

ジンまでいきますので。ここの収益の計画の考え方ってのはどうなっているかっての、これを整理

して、見通しがどうなっているかっていうのを解説をお願いできますでしょうか。まずは 1問目で

すがどうぞよろしくお願いいたします。 

山本 [A]：はい。26年度の増益要因みたいなことでよろしいでしょうか。 

佐々木[Q]：そうですね。あとは各事業の考え方ですね。はい。 



山本 [A]：はい。まず 26年度については先ほど説明もありましたけれども、25年度に潜水艦の関

係で返納金をカウントしたというところで、その反動ということが 1つあるということと。あと先

ほども言われていた船舶の関係の中国の持分法利益の増加が見込まれるということとかと。あと当

社の LPG・アンモニア共用運搬船を連続して 21隻受注しているんですけれども、これがずっと後

半になるにつれて受注したものの船価がどんどん良くなってきているということもありまして。今

年度建造する船舶についても、昨年度よりもかなりまず船価そのものが向上しているものを作って

いくということから、採算性の改善っていうのが見込まれるということです。 

それと、あとはいろいろエネルギー・プラント関係については、こちらは割とプロジェクトものが

多いので、必ず実行予算の中には予備費というか、コンティンジェンシーという形で予備費を組ん

でおりますけれども、これが売上何もなくて最後まで敢行したときにはそれがリリースされるとい

う形で、そこが一定程度のリスクバッファーとして機能しているんですけれども、それが出てくれ

ば順調に上振れる可能性もあるということで、十分今見ているところの増益幅は堅いかなというふ

うには見ています。 

佐々木 [Q]：ありがとうございます。これちなみにエネルギー事業とか、これ収益性ってのは、ま
だまだやっぱ今期上がっていくと考えていいのか、そこもちょっと補足で教えていただけません

か。 

山本 [A]：そうですね、エネルギー事業も当社は常用のガスタービン・ガスエンジン、それから非
常用発電向けのガスタービンといったもので非常に強みを発揮しているんですけれども。この常用

のガスタービンについては、いわゆる当社がやっているのは 30メガワットまでのところなので、

大型ガスタービンとは違うんですけれども、こちらの方の需要も徐々に高まってきていますけれど

も、何よりも国内データセンター向けの非常用のガスタービンというの受注が非常に好調でして。

これが大体年率 10%以上で伸びているというところでございますので、この成長が今年度も引き

続き見込まれるかなというふうに考えています。 

佐々木 [Q]：大変よくわかりました。クリアです。ありがとうございます。 

あと 2問目が、同様に 34ページになりますけれども、精密機械・ロボットの考え方も教えてくだ

さい。 

来期に向けた事業構造改革ってお話もありましたけれども、今期も一応 200億超えまして、7%が

見えてきまして、外部環境見ても、他社さんもそうですけど、半導体とか FHO回復傾向にあると

思いますし、中国の建機業界なんかも非常に今外部環境いいと思います。 



そうした中で、この今期計画に関してのこの精密機械とロボットのこの収益の考え方っての、これ

整理して教えていただけないでしょうか。2問目ですが、どうぞよろしくお願いいたします。 

山本 [A]：わかりました。まず油圧とロボットに分けてお答えしますと、油圧は元々当社中国の建
機市場向けっていうのが非常に強いんですけれども、こちら中国建機メーカーが輸出向けに力入れ

ているということで、その需要増が考えられるということ。 

それから、その他の地域、特に北米で AIのデータセンター関連投資とか、パイプラインの建設等

のインフラ投資というものが高まっていて、その建設需要の増加というのを背景に増収・増益とい

うのを油圧の方では見込んでいます。 

それからロボットの関係では、やはり半導体向けを中心に大きな増収・増益というのが見込まれる

ということで、セグメント全体としては上昇が期待できるんではないかなという計画になっていま

す。 

佐々木 [Q]：ありがとうございます。今期はまだ構造改革効果というよりは、どちらかというと今
おっしゃったような需要回復で増収・増益っていう理解でよろしいでしょうか。いかがでしょう

か。 

橋本 [A]：橋本からお答えします。精密機械側でいいますと、中国の合弁会社によるコストダウン
効果が出ています。 

ロボット側では、特に一般の中国製のロボットと戦わないといけないところに関しては、実はわれ

われだいぶ前から中国と合弁で、ほとんど中国の部品を使いながらやるっていうふうなモデルを開

発して。これがようやく市場に出始めて、その効果が大きく出るのが来年度からということはあり

ます。そういった効果も出始めてますんで、非常にコストとか固定費等々の改革に関しては、全体

で言うと 3分の 1ぐらい今期出て、その全体が来期から大幅に出始めると。 

さらに言いますと、将来の製品に関して今マーケットが言うことと両方プラスして、精密機械・ロ

ボットはマーケットの部分と自分たちの体質改善の両方が非常に相まって出る効果が大きくなるの

が 2027年度。今年度も一部出てきます。マーケットの効果プラス自分たちの体質改善の部分が一

部出るという形で、今期はまだ限定的ですけど限定的でもこのぐらい上がりますので、来期に関し

ては非常に期待いただければというふうには考えております。 

佐々木 [M]：大変参考になりました。私から以上です。どうもありがとうございました。ありがと
うございました。 



司会 [M]：では次に、SMBC日興証券の谷中様にお繋ぎいたします。ミュートを解除し、ご質問

をお願いいたします。 

谷中 [Q]：SMBC日興証券の谷中でございます。よろしくお願いします。 

2点ありまして、1点目が、改めてエネルギーソリューションマリンと防衛の終わった期の下振れ

を伺いたいんですけども。エネルギーソリューションで売上高で 265億円、事業利益で 65億円下

振れた背景。一部その不適切事案の減額というふうに伺ったので、それが背景なのかっていうの

と。あとは防衛も 303億円下振れているので、これも同じ要因なのか。 

言い換えると、新年度エネルギーソリューションマリンも防衛関連も増収で見てらっしゃいますけ

ども、同じような要因で、何かこう下振れ要素にならないですかという確認をさせていただきたい

んですけども。ご解説をお願いいたします。 

山本 [A]：はい。エネルギーソリューション＆マリンでの 25年度売上の 265億円の下振れという

ことですけれども、まずこれは一番大きなものは防衛省向け案件舶用推進で期ずれがあったという

ことです。これは全く同様で、航空機の方でも期ずれがあったのが売上の減の一番大きな原因です

けど、これは単なる期ずれなので、26年度今年度の方には売上に上がってきます。 

またエネルギーソリューション＆マリンの方では、防衛関係での期ずれと、それから LPG運搬船

についても若干の期ずれというのがありました。それとあと、潜水艦の不適切事案に関わる返納金

の影響といったようなこと、これも売上の減額という形になってまいりますので、こちらについて

も売上減少の理由になってきています。 

それから、エネルギーソリューション＆マリンの利益については、これは今申し上げた売上の下振

れということ、その期ずれによる下振れと、それから先ほど申し上げた潜水艦の返納金については

一過性ではありますけれども、こちらも売上・利益ともに減額ということになりますので、これら

の発生によって落ちたということでございます。 

谷中 [Q]：ありがとうございます。 

2点目が、新年度のパワースポーツのうち、四輪の販売計画の確からしさをちょっともう一度伺い

たいんですけども。新年度 14.5%程度の販売台数伸び率で 9万 5,000台ですかね、織り込んでいら

っしゃると思うんですけど、終わった期の 4Qの好調さから確からしさを伺いたいなと思ってい

て、終わった期の第 4クォーターで 2万 7,000台ですかね。YOY で 17%伸びていますので、改め

てなぜ需要がたいして良くない中で、17%販売台数を伸ばせて、それに合わせてシェアとか値上げ



動向もちょっと合わせて伺えると、新年度の確からしさも確認できるんじゃないかなと思いますの

で、ちょっと改めて 4Qの売上状況を伺ってもよろしいでしょうか。 

山本 [A]：はい。4Qの四輪については、市場としては前年同期比でいうとプラス 4.4%で、上期比

としてはマイナス 2%だったんですけど、当社はもともと上期比で大体横ばいからマイナス 5%ぐ

らいで推移するというふうに予想していましたけれども、大体その線に沿った推移であったのかな

というふうに考えています。 

特に当社が今力を入れているフルキャブのユーティリティモデルというのが市場を牽引して、その

需要を支えてきたというようなことですので。先ほど橋本からもありますけれども、RIDGEとい

うモデルの改良版っていうんですかね、それをユーザーニーズを反映した形で逐次投入していって

いるっていうようなことが、当社の 4Qの好調だった要因になってるかなというふうに考えていま

す。 

四輪については、競争が非常に激しくなっているので、値上げっていうのはなかなかちょっと難し

い状況なんですけれども、そこで何とか戦っていっているっていうのはモデルの競争力でかなり戦

っているところがあるかなというふうには考えていますけれども。26年度についてはメキシコ工

場の稼働率というのもかなり上がってきていますし、何とか増収を達成して増益に持っていきたい

というふうに考えています。 

谷中 [M]：承知しました。ありがとうございます。私からは以上です。 

司会 [M]：ありがとうございました。では、次にモルガン・スタンレーMUFG証券から北浦様に

お繋ぎいたします。ミュートを解除し、ご質問をお願いいたします。 

北浦 [Q]：モルガン・スタンレー証券の北浦です。よろしくお願いします。私からも 2問お伺いさ

せてください。 

1つは中東影響で原材料のコストのところは 80億織り込まれていると思うんですけど、昨今少し

塗料ですとかいろいろなかなか供給が難しいっていうところがあると思いますが、主にパワースポ

ーツ＆エンジンのところが影響としては大きいのかなと思うんですけど。 

ただ御社の場合ですと、国内の調達とあとアメリカ・メキシコでの調達があると思いますので、少

しやりくりして今の現状ですとか、どういった対策で生産リスクみたいなところを回避しているの

か、もう少し解説いただければと思います。1問目です。よろしくお願いします。 

山本 [A]：ありがとうございます。今北浦さんが言っていただいたそのまんまで。何とか当社、確
かに 80億の影響というのはかなりの部分はパワースポーツ＆エンジンで出ているというのはおっ



しゃるとおりなんですけれども、それ以外にもいわゆるシンナー関係とか有機溶剤が入手困難だと

いうようなことで車両関係にも一部ちょっと影響が出てましたけれども、言っていただいてるよう

にアメリカ・メキシコの方で調達ができるというところで、何とかそこでやりくりしながら在庫の

積み増しとか代替調達先などを検討しながら進んでやっているということで。今のところ、大きな

影響というのは出ていないということで。 

そういったパワースポーツ＆エンジンだけじゃなくて、そこで調達したものを、もし他の事業部門

の影響があればそれを回していくっていうんですかね、ような形で社内で融通しながら生産への影

響っていうのを最低限に抑えていっているというのが現状であります。 

北浦[Q]：どれぐらいまで見据えられているかとか、ここ例えば年内がとか政府の話とかで出てい
たりとかしますけど、何か目線ってございますか。 

山本 [A]：80億円と申し上げているのは、6月末までを見据えた形での影響額を織り込んだ形にし

ています。 

北浦 [Q]：額というところと、あと調達そのものが生産リスクっていうところだと、そこはあんま
り心配、今のところは今期計画とかで、ちょっと半期とかそれぐらいのスパンでは、あんまり心配

しなくてよろしいですか。 

山本 [A]：それはもう、前提の立て方によっていくらでも心配すると額が増えていくので。今のと
ころの足元についてはその大きな問題にはなっていませんけれども。足元の、そうは言え入手が困

難になってきたりコストアップしてきているっていうようなことはありますので、6月末まではか

なり大きな影響はないということですけれども、一応最大 80億円ぐらいの影響は盛り込むという

形にしています。 

北浦 [M]：わかりました。 

橋本 [A]：どちらかというと、やっぱりこの問題を受けて 4月ぐらいにかなりリスクを見ていまし

たけど、現実の状況で言いますとやはり今国内でもグローバルでもいろんなものが少しずつ、やは

り現実に調達ができる。あるいは目処が立つような環境が少しずつ見えつつあるということもあり

ますので。 

どこまでを見るべきかっていうのはもちろん考え方によると思いますけれども、4月に初めにはか

なり大きく見るべきと考えてた中で、実際にはグローバルの中である程度やりくりができそうだっ

ていうのも事実ですし、まだ今後また情勢の変化によってどう起こるかわかんないっていうとこも



ありますけれども、現状でいうと 4月よりはやや見通しが立ってきたかなというふうには見えます

けれども、状況次第だというふうには考えてます。 

北浦 [Q]：ありがとうございます。 

もう 1点目は本社の費用のところで、少し新規事業への投資というところで 100億前後を今期の

計画に積み増されていますけど、ちょっとそこの詳細ですとか、どういったところにどれぐらいの

みたいな話と、お伺いできれば幸いです。 

山本 [A]：はい。これは決算説明資料の 53ページの方に出させていただいているんですけど。こ

の新規事業投資（本社案件）というのが社長直轄プロジェクト本部というところで取り扱っている

もので、主に水素関係と、それから AI・ソーシャルロボット関係といったようなところで新規事

業投資をしております。 

特に万博で展示させていただいた CORLEOという、近未来モビリティというんですかね、それの

事業化というようなことを今進めておりまして、これに対する投資というものも徐々に増えていく

かというふうに考えています。 

北浦[Q]：ありがとうございます。ヒューマノイドのところですと、Kaleido の開発、御社長らく

進められていると思うんですけど、昨今の米中とかの競合の話とかもありますので、そこら辺もこ

こに含まれてくるっていう認識でいいですか。 

橋本 [A]：そうですね。ロボット事業の部分と本社と、もちろん折半している部分はあるんですけ
れども。主にフィジカル AIに関連して、そういうヒューマノイド、私自身から始めた部分もあり

ますので、そこに関してはかなり力を入れてやっています。 

こちらの方にも力入れてやっていますし、具体的にやはりこういったソーシャル、ヒューマノイド

も含めて、実は多数のいろいろな引き合い案件を具体化したいという、特にやはり今こういったご

時世の中で、国内のいろんな事業者あるいは政府関係からいろいろやはり国産でこういったものを

やりたいというとこから今お話をいただいていますので、そこに関連したものの開発費用はこうい

った中で処理をしようとしているわけです。はい。 

北浦 [M]：ありがとうございます。私からは以上です。 

司会 [M]：ありがとうございました。では次に、大和証券の田井様にお繋ぎいたします。ミュート
を解除し、ご質問をお願いいたします。 

田井 [Q]：すみません、田井です。 



2つあって、1つ目は販管費がフォースクォーターにすごい急に増えているんですけど、これは何

かあれですかね。さっきの不適切関連が落ちていたりするのか、よくわかんないですけど何か背景

があったら教えてください。これが 1つ目です。 

山本 [A]：はい。ちょっと待っていただけますか。大体いつも下期に、第 4クォーターに費用精算

が集中するっていうのは毎回の傾向です。特に研究開発関係とか検収が年度末に計上されるってい

ったようなことで、どうしても増えがちになってしまうのが第 4クォーターなんですけれども。ち

ょっと今ここで中身が何かっていうのはちょっとお答えできないかなと思います。何か特別大きな

ものがあって増えたということではないと認識しています。はい。 

田井 [Q]：OK。わかりました。はい。大丈夫です。 

あともう 1つはパワースポーツ、くどくてすごい申し訳ないんですけれども、新興国二輪はいいで

す、あんまり利益貢献しないと思うので。先進国二輪と四輪のビジネスが、その需要環境がこんな

に厳しいのに、何でそのフォースクォーターからこんなに売上が伸びているのかってのがよくわか

らなくて。究極的にはモデルが当たっているんですっていうことなのかもしれませんけれども、例

えばその本当にセルスルーで実際に末端に売れているのかとか、在庫の水準のお話だったりとか、

何かそのあたりをもうちょっとほぐしていただければなと思っています。 

説明のスライドも、需要は厳しい厳しいというお話がたくさんあって、でも売上は伸びますと。多

分 7,300売上が立てば 300利益は出るのかなと思うんですけど、そういう意味では 7,300が本当か

どうかが全てかなっていう気がしているんで、ちょっとその辺りを一言二言、またいただければな

と思います。 

山本 [A]：むしろいつも 4Qに卸売りがぐわっと増えるっていうのが、元々従来のパターンって言

ったらおかしいんですけども、もちろん夏のシーズンに向けての仕入時なので、3末に卸売がどん

どん増えていくっていうのがいつものパターンで。ちょっとコロナのときにおかしなパターンにな

ったことはありましたけど、今のこの方が正常って言ったらあれですけれども、うちのパターンか

なとは思います。 

橋本 [A]：あと急に売れたっていうふうなお話ありましたけど、RIDGEは、昨年に市場ニーズに少

しマッチしてなかったところをマイナーチェンジしてお客さんのニーズにぴったりフィットさせた

ものを出しました。その辺の売れ行きっていうのは去年の前半のころはそれがニーズのアンマッチ

によるものなのか、いわゆるトランプ関税の影響なのか、非常に判断が難しかったんですけど、

粛々とマイナーなチェンジを進めた結果、狙いどおりの数字にようやく上がってきたというのも事

実ですので。 



くわえて、先ほども言いましたけど、去年、特に後半からかなり固定費の圧縮に努めてやってき

て、後半だいぶ身軽に少しなってきた部分が今期は年間通じてきますので。利益に関してはかなり

去年よりは自信を持ってこれはお出しした数字というふうには考えています。 

山本 [A]：あとちょっと詳細になるかも知れないですけど、特に欧州のマーケットが前年同期比 1-

-3月、4Qでいうとプラス 25%になっているんですね。これは一昨年の末に欧州マーケットで排ガ

ス規制がかかって、そこの駆け込み需要っていうのがすごくあった反動で、昨年の 1-3月っていう

のはその反動減みたいな形で、さっぱり売れなかったんですけど。それが徐々に戻ってきて今年の

1-3月期っていうのはそこがその反動減からの回復っていう形で、非常に伸びたことの恩恵も大き

かったかなとは思います。 

田井 [M]：はい。わかりました。はい。ありがとうございます。以上です。 

橋本 [M]：ありがとうございます。はい。 

司会 [M]：ありがとうございました。それでは、以上で質疑応答を終了させていただきます。最後
に、橋本より一言皆様にご挨拶を申し上げます。 

橋本 [M]：本日は長時間にわたりまして決算の発表の内容にお付き合いいただきまして、ありがと
うございます。先ほども申しましたけども、今期そして来期続きまして過去最高を継続する予定で

ございますので、引き続き皆様におかれましてはご支援ご鞭撻のほどよろしくお願いいたします。

ありがとうございました。 

司会 [M]：以上で決算説明会を終了いたします。ご参加いただきありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

脚注 
1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 
2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 
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